
令和4年6月市議会定例会提出議案

八 尾 市





報告第2号

令和3年度八尾市一 般会計継続費繰越計算書報告の件

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第145 条第 1 項の規定に基づき、

令和3年度八尾市一 般会計継続費繰越計算書を次のとおり報告する。

令和4年6月 15 日提出

八尾市長 山 本 桂 右
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令和3年度 八尾市 一 般会計継続費繰越計算書

（単位円）

令和3年度継続費予算現額 左 の 財 源 内 訳

款 項 事 業 名 継続費の総額 前年 度 逓 次 支出済額及び 残 額 翌年度逓次
特 定 財 源支出見込額 繰 越 額

予算計上額 計 繰越金

越 額 国庫支出金 府支出金 地方 債 そ の 他

9.教育費 3.中学校費
亀 井 中 学 校 校 舎 141,917,000 Gi.218,000 61,218,000 39,055,200 22,162,800 22,162,800 22,162,800 
外 装 改 修 事 業

9.教育費 5．保健体育費 美 園 小 学 校 給 食 464,865,000 90,200,000 90,200,000 90,200,000 90,200,000 37,072,000 17,128,000 36,000,000 
調理場改築等事業

計 606,782,000 151,418,000 151,418,000 39,055,200 112,362,800 112,362,800 59,234,800 17,128,000 36,000,000 

令和4年6月1 5日提出
八尾市長 山 本 桂 右
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報告第3号

令和3年度八尾市一 般会計繰越明許費繰越計算書報告の件

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第146条第2項の規定に基づき、

令和3年度八尾市 一 般会計繰越明許費繰越計算書を次のとおり報告する。

令和 4 年 6 月 15 日提出

八尾市長 山 本 桂 右
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令和3年度 八尾市 一 般会計繰越明許費繰越計算害

左

款 項 事 業 名 金 額 繰翌越年度
額 既収入

特定財源 国庫支出金

2. 総務費 l. 総務管理費 公共施設マネジメント事業 7,700,000 7,700,000 

芸術文化振興事業 5,060,000 5,060,000 

3. 戸籍住民基本台帳費 住民基本台帳システム事業 16,316,000 15,062,000 8,228,000 

3. 民生費 1. 社会福祉費 新型コロナに負けるな赤ちゃん応援給付金事業 44,212,000 28,021,000 

住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業 4, 900, 200, 000 518,770,596 518,770,596 

2. 児童福祉費 私立認定こども園等運営費補助金 29,113,000 29,113,000 

子育て総合支援ネットワ ー クセンタ ー事業 611,000 611,000 610,000 

放課後児童室事業 1,54,000 154, 000 

子育て世帯への臨時特別給付金事業 50,000,000 50,000,000 50,000,000 

6. 産業費 1． 農業費 農道整備事業 24,200,000 24,200,000 

ため池等かんがい施設整備事業 25,373,000 25,373,000 

-71 
玉串｝II護岸整備事業 6,250,000 6,250,000 

7 土木費 1. 土木管理費 空家等利活用及び適正管理促進事業 2,000,000 2,000,000 1,000,000 

2. 道路橋りょう費 橋りょう等長寿命化事業 5,000,000 5,000,000 2,200,000 

交通安全施設等整偏事業 11,000,000 11,000,000 5,236, OQO 

3. 河川費 流域貯留浸透事業 7,800,000 7,800,000 

4. 都市計画費 久宝寺線整備事業 34, 516, 000 34,516,000 15,180,000 

公園整備事業 52,500,000 52,500,000 22,350,000 

8. 消防費 1. 消防費 消防資機材整備事業 26,221,000 26,221,000 

9. 教育費 2. 小学校費 学校環境衛生事業 40,950,000 40,950,000 20,475,000 

施設機能更新費 217,516, 000 217,516,000 52,003,000 

3. 中学校費 学校環境衛生事業 21,150,000 21,150,000 10,575,000 

施設機能更新費 120,508, 000 120, 508, 000 41,835,000 

4.社会教育費 市史編纂事業 11,802,000 11,802,000 

ロヽ 計 5, 660, 152,000 1,261,277,596 7 48, 462, 596 

（単位円）

の 財 源 内 訳

末 収 入 特 定 財 源

府支出金 地方債
一般財源

その他

7,700,000 

5,060,000 

6,834,000 

28,021,000 

29,113,000 

1,000 

154,000 

18,000,000 6,200,000 

25,373,000 

3,500,000 2,750,000 

1,000,000 

1,800,000 1,000,000 

1,700,000 4,064,000 

7,800,000 

12,400,000 6,936,000 

22,300,000 7,850,000 

11,000,000 15,221,000 

20,475,000 

132, 000, 000 33,513,000 

10,575,000 

72,300,000 6,373,000 

11,802,000 

282, 800, 000 25,373,000 204, 642, 000 

令和4 年 6 月 1 5 日提出

八尾市長 山 本 桂 右
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報告第4号

令和3年度八尾市 一 般会計事故繰越し繰越計算書報告の件

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第150 条第 3 項において準用する

同令第146 条第2項の規定に基づき、 令和3年度八尾市 一 般会計事故繰越し繰

越計算書を次のとおり報告する。

令和4年6月 15 日提出

八尾市長 山 本 桂 右
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令和3年度 八尾市 ― ·般会計事故繰越し繰越計算書

（単位円）

左の内訳 左 の 財 源 内 訳

支出負担行
支出負 翌年度

款 項 事 業 名 為額 支 出 支出 担行為 繰越額 既収入 未 収 入 特 定 財 源 説
予定額 一般財源

済 額 末済額 特定財源 国庫支出金 府支 出 金 地方 債 そ の 他

新型コロナウイルス感染症の影響による中国エ
2.総務費 1 ． 総務管理費 職員厚生経費 5,124,900 52,800 5,072,100 5,072,100 5,07-Z,100 場での生産休止等により、一部の貸与被服（技

術服・作業服）に納品遅延が生じたため。

令和4年6月15 日提出

八尾市長 山 本 桂 右
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報告第5号

令和3年度八尾市水道事業会計継続費繰越計算書報告の件

地方公営企業法施行令（昭和27年政令第403 号）第18 条の2第1項の規定に

基づき、 令和3年度八尾市水道事業会計継続費繰越計算書を次のとおり報告す

る。

令和4年6月15日提出

八尾市長 山 本 桂 右
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令和 3 年度八尾市水道事業会計継続費繰越計算書
（単位：円）

＾ ,., 和 3 年 度 継 続 費 翌 年 度 翌年度逓次繰越額 翌年度逓次
継続費の 予 算 現 額 支払義務 に係る財源内訳 繰越額に係る

款 項 事 業 名 残 額 逓 次 繰越を要する
総 額 予 算 前年 度 逓 計 発 生 額

企業債
損益勘定 たな卸資産の

計 上 額 次 繰 越 額 繰 越 額 留保資金 購入限度額

ー151

l．資本的支出 1． 建設改良費
第9次配水管 6, 015. 000,.ODO 993,000,000 ゜ 993, 000, 000 889, 213, 769 103, 786, 231 103, 786, 231 D 103, 786, 231 
整 備 事 業

令和 4 年 6 月 15日提出

八尾市長 山本 桂右
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報告第6号

令和3年度八尾市水道事業会計予算繰越計算書報告の件

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第26 条第 3 項の規定に基づき、 令

和3年度八尾市水道事業会計予算繰越計算書を次のとおり報告する。

令和 4 年 6 月 15 日提出

八尾市長 山 本 桂 右
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令和3年度八尾市水道事業会計予算繰越計算書
地方公営企業法第26条第1項の規定による建設改良費の繰越額

（単位：円）

左の財源 翌 年 度
算支 払 義 務

項 ．

予 立刃刃 年 度 内 訳 繰越 額に係
す

る
款 事 業 名 不 用 額繰越を要 る 説

上 額発 生 額繰 越 額損益勘定 たな卸資産の
留保資金 購入限度額

ー191
l．資本的支出 l．建設改良費 配水管布設工事等 129, 956, 200 18, 454, 530 111. 501. 670 111, 50 I, 670 ゜

工事発注時期の平準化等の
ため。

令和 4年6 月 15 日提出

八尾市長 山本 桂右
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議案第49号

町の区域の変更の件

地方自治法（昭和 22年法律第67号）第260 条第 1 項の規定により、 東部大阪

都市計画事業郡川土地区画整理事業に係る土地区画整理法（昭和 29 年法律第

119 号）第103 条第 4 項の規定による換地処分の公告があった日の翌日から、 本

市内の別図1に示す町の区域を別図2に示すとおり変更する件につき、 市議会

の議決を求める。

令和 4 年 6 月 15日提出

八尾市長 山 本 桂 右

記

1 教興寺 一 丁目の区域を別図1の斜線で示す区域を除いた区域に変更する。

2 別図2に示すとおり、 1において除いた区域を郡川 一 丁目の区域に編入す

る。

理 由

東部大阪都市計画事業郡川土地区画整理事業の換地処分に伴い、 町の区域

を変更する必要があるので、 本案を提出する次第である。
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別図1 （現況図）

↓·

界一
名＿
匹

t

素

ュ

引

例

目

ユ

例

丁

目

一

目

-

T三

丁

ー

j
_

！l
,
l
lt11

jー
[
-

[

三

：

！

ニ

0

]-ー[
[
し

ー

一

)
-l�

[

]

i

ニ一〗
＼
ー
―

g

麟

i

□

T1
ー
ー
ー
一

―

-
1-

f．

予

―-
ー

-

t
,

i―-―
 

正

・

一

宇

玉―

●
i―
-
i

改

][-

『

[
-

:

-

〗
[-

『

J
-＿

即

一｝＿

別

ー

」

釦

9
,．

，

j

ー
り
l

畠
／
“
肛
り
／
こ―

.
fん
凸
冒
り
／几

i
l
ダ

戻

目

ー

ー
，
；
f
引
”
!

-

．り2

Ttl

l

T
 

頃

尋

9

そ〗

紐

；”

-

•
[．

町

酉

11

 

印

西

安

安

安高

｛女

高

高

高立市

立市

-23-



-24-



議案第50号

八尾市職員の退職手当に関する条例の 一 部改正の件

八尾市職員の退職手当に関する条例（昭和38年八尾市条例第227号）の 一 部

を次のように改正するにつき、 市議会の議決を求める。

令和4年6月15日提出

八尾市長 山 本 桂 右

理 由

雇用保険法（昭和49年法律第116号）等の 一 部改正により、 事業を開始し

た受給資格者等に係る受給期間の特例が設けられたこと等に伴い、 条例の 一

部を改正する必要があるので、 本案を提出する次第である。
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八尾市条例第 号

八尾市職員の退職手当に関する条例の一 部を改正する条例·

八尾市職員の退職手当に関する条例（昭和38年八尾市条例第227号）の 一 部

を次のように改正する。

第10条第4項中「その他別に」を「その他の」に、 「、 当該退職」を「当該

退職」に、 「、 別に規則で」を「、 規則で」に、 「」とする。」を「」とし、

当該退職の日後に事業（その実施期間が30日未満のものその他規則で定めるも

のを除く。）を開始した職員その他これに準ずるものとして規則で定める職員

が規則で定めるところにより、 市長にその旨を申し出たときは、 当該事業の実

施期間（当該実施期間の日数が 4 年から第 1 項及びこの項の規定により算定さ

れる期間の日数を除いた日数を超える場合における当該超える日数を除く。）

は、 第 1 項及びこの項の規定による期間に算入しない。 」に改め、 同条第11項

第5号中「第4条第8項」を「第4条第9項」に改める。

附則第11項中「平成 34年 3 月 31日」を「令和 7 年 3 月 31日」に改める。

附 則

（施行期日等）

1 この条例は、 公布の日から施行する。ただし、 第10条第11項第5号の改正

規定は、 令和 4 年10 月 1 日から施行する。

2 改正後の第10条第4項の規定は、 令和4年 7 月 1 日から適用する。

（経過措置）

3 改正後の第10条第4項の規定は、 令和4年 7 月 1 日以後に同項の事業を開

始した職員その他これに準ずるものとして同項の規則で定める職員に該当す

るに至った者について適用する。
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議案第51号

八尾市市税条例等の 一 部改正の件

八尾市市税条例（平成 12年八尾市条例第 39号）等の 一 部を次のように改正す

るにつき、 市議会の議決を求める。

令和4年6月15日提出

八尾市長 山 本 桂 右

理 由

令和 4 年度税制改正に係る地方税法（昭和25 年法律第 226号）等の 一 部改

正に伴い、 個人市民税等において条例の規定整備を行うにつき、 条例の 一 部

を改正する必要があるので、 本案を提出する次第である。
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八尾市条例第 号

八尾市市税条例等の一 部を改正する条例

（八尾市市税条例の 一 部改正）

第1条 八尾市市税条例（平成12年八尾市条例第39号）の 一 部を次のように改

正する。

第17条第4項を次のように改める。

4 前項の規定は、 前年分の所得税に係る第26条第1項に規定する確定申告

書に特定配当等に係る所得の明細に関する事項その他施行規則に定める事

項の記載があるときは、 当該特定配当等に係る所得の金額については、 適

用しない。

第17条第6項を次のように改める。

6 前項の規定は、 前年分の所得税に係る第26条第 1 項に規定する確定申告

書に特定株式等譲渡所得金額に係る所得の明細に関する事項その他施行規

則に定める事項の記載があるときは、 当該特定株式等譲渡所得金額に係る

所得の金額については、 適用しない。

第22条の2第1項中「特定配当等申告書」及び「特定株式等譲渡所得金額

申告書」を「確定申告書」に改め、 同条第2項中「申告書に係る年度分」を

「確定申告書に係る年の末日の属する年度の翌年度分」に改める。

第25条第 1 項ただし書中「所得税法第2条第 1 項第33号の 4 に規定する源

泉控除対象配偶者」を「所 得割の納税義務者（前年の合計所得金額が

9,000,000円以下であるものに限る。）の法第314条の2第1項第10号の2に

規定する自己と生計を一 にする配偶者（前年の合計所得金額が950,000円以

下であるものに限る。）で控除対象配偶者に該当しないもの」に改める。

第26条第2項中「附記された事項」を「付記された事項」に改め、 同条第

3項中「附記し」を「付記し」に改める。

第26条の2の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め、

同条第 1 項中第 3 号を第 4 号とし、 第 2 号を第 3 号とし、 第 1 号の次に次の

1号を加える。

(2) 所得割の納税義務者（合計所得金額が10,000,000円以下であるものに

限る。 ）の自己と生計を 一 にする配偶者（法第313条第3項に規定する
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青色事業専従者に該当するもので同項に規定する給与の支払を受けるも

の及び同条第 4 項に規定する事業専従者に該当するものを除き、合計所

得金額が 1,330,000 円以下であるものに限る。 次条第 1 項において同

じ。）の氏名

第26条の 3 の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め、

同条第 1 項中「あって、」の次に「特定配偶者（所得割の納税義務者（合計

所得金額が9,000,000 円以下であるものに限る。）の自己と生計を 一 にする

配偶者（退職手当等（第46条に規定する退職手当等に限る。 以下この項にお

いて同じ。）に係る所得を有する者であって、合計所得金額が950,000 円以

下であるものに限る。）をいう。 第2号において同じ。）又は」を、「控除

対象扶養親族」の次に「であって退職手当等に係る所得を有しない者」を加

え、同項中第 3 号を第 4 号とし、第 2 号を第 3 号とし、第 1 号の次に次の 1

号を加える。

(2) 特定配偶者の氏名

附則第 9 条の 3 の 2 第 1 項中「令和 15年度」を「令和20年度」に、「令和

3 年」を「令和 7 年」に改める。

附則第 12条の2第2項中「4分の 3 」を「5分の4」に改め、同条中第 19

項を第20項とし、第 18項を第19項とし、第 17項の次に次の 1 項を加える。

18 法附則第 15条第44項に規定する市町村の条例で定める割合は、 4 分の 3

とする。

附則第39条の 2 第 2 項を次のように改める。

2 前項の規定のうち、租税特別措置法第8条の4第2項に規定する特定上

場株式等の配当等（以下この項において「特定上場株式等の配当等」とい

う。）に係る配当所得に係る部分は、市民税の所得割の納税義務者が前年

分の所得税について特定上場株式等の配当等に係る配当所得につき同条第

1 項の規定の適用を受けた場合に限り適用する。

附則第42条第 3 項中「、第37条の 8 又は第37条の 9 」を「又は第37条の

8 」に改める。

附則第46条の 2 第 4 項を次のように改める。

4 前項後段の規定は、特例適用配当等に係る所得が生じた年分の所得税に
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係る第26条第 1 項に規定する確定申告書に前項後段の規定の適用を受けよ

うとする旨の記載があるときに限り、 適用する。

附則第46条の 3 第4項を次のように改める。

4 前項後段の規定は、 条約適用配当等に係る所得が生じた年分の所得税に

係る第26条第1項に規定する確定申告書に前項後段の規定の適用を受けよ

うとする旨の記載があるときに限り、 適用する。

附則第46条の 3 第6項中「年の翌年の4月 1 日の属する年度分の」を「年

分の所得税に係る」に、 「条約適用配当等申告書にこの項」を「確定申告書

にこの項」に改め、 「（条約適用配当等申告書にこれらの記載がないことに

ついてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。）」を削る。

附則第47条及び第47条の 2 を次のように改める。

（旧民法第34条の法人から移行した法人等に係る固定資産税の特例の適用

を受けようとする者がすべき申告）

第 4 7 条 第60条の規定は、 法第 348条第 2 項第 9 号、 第9号の 2 又は第

12号の固 定資産について法附則第41条第 3 項の規定を受けようとする
一 般社団法人又は 一 般財団法人について準用する。

（旧民法第 34条の法人から移行した法人等に係る固定資産税の特例 の

適用を受けなくなった固定資産の所有者がすべき申告）

第4 7 条の 2 第61条の規定は、 法第 348条第 2 項第 9 号、 第 9 号の 2

又は第12号の 固 定 資産について法附則第41条第 3 項の規定を受けてい

た 一 般社団法人又は 一 般財団法人について準用する。

附則第47条の5中「。次条において「新型コロナウイルス感染症特例法」

という。」を削る。

附則第47条の 6 を削る。

（八尾市市税条例の 一 部を改正する条例の 一 部改正）

第2条 八尾市市税条例の 一 部を改正する条例（令和 3 年八尾市条例第18号）

の 一 部を次のように改正する。

第2条のうち八尾市市税条例第26条の 3 第 1 項の改正規定中「控除対象扶

養親族を除く」を「年齢16歳未満の者」を「扶養親族（」の次に「年齢16歳

未満の者又は」を加え、 「有しない者を除く」を「有する者」に改め、 同条
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例附則第 12条の 2 第 19項を削る改正規定中「附則第 12条の 2 第 19項」を「附

則第 12条の 2 第20項」に改める。

附 則

（施行期日）

第1条 この条例は、 公布の日から施行する。 ただし、 次の各号に掲げる規定

は、 当該各号に定める日から施行する。

(1) 第 1 条中八尾市市税条例第26条の 2 の見出し及び同条第 1 項並びに第26

条の 3 の見出し及び同条第 1 項の改正規定、 同条例附則第 9 条の 3 の 2 第

1 項、 第42条第3項及び第47条の5の改正規定並びに同条例附則第47条の

6を削る改正規定、 第2条のうち八尾市市税条例の一 部を改正する条例第

2条中八尾市市税条例附則第26条の3第1項の改正規定並びに次条第1項

及び第2項の規定 令和5年1月1日

(2) 第 1 条中八尾市市税条例第 17条第4項及び第 6 項、 第22条の 2 第 1 項及

び第 2 項、 第25条第 1 項ただし書並びに第26条第 2 項及び第3項の改正規

定、 同条例附則第39条の 2 第 2 項、 第46条の 2 第 4 項並びに第46条の 3 第

4 項及び第 6 項の改正規定並びに次条第 3 項の規定 令和 6 年 1 月 1 日

（市民税に関する経過措置）

第 2 条 第 1 条の規定による改正後の八尾市市税条例（以下「新条例」とい

う。）第26条の 2 第 1 項の規定は、 前条第 1 号に掲げる規定の施行の日（以

下この項及び次項において「 1 号施行日」という。）以後に支払を受けるべ

き新条例第26条の2第1項に規定する給与について提出する同項及び同条第

2 項に規定する申告書について適用し、 1 号施行日前に支払を受けるべき第

1 条の規定による改正前の八尾市市税条例（次項において「旧条例」とい

う。）第26条の2第1項に規定する給与について提出した同項及び同条第2

項に規定する申告書については、 なお従前の例による。

2 新条例第26条の3第 1 項の規定は、 1 号施行日以後に支払を受けるべき所

得税法（昭和 40年法律第33号）第203条の 6 第 1 項に規定する公的年金等

（同法第203条の7の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において

「公的年金等」という。）について提出する新条例第26条の3第 1 項に規定

する申告書について適用し、 1号施行日前に支払を受けるべき公的年金等に
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ついて提出した旧条例第26条の3第1項に規定する申告書については、 なお

従前の例による。

3 前条第2号に掲げる規定による改正後の八尾市市税条例の規定中個人の市

民税に関する部分は、 令和6年度以後の年度分の個人の市民税について適用

し、 令和5年度分までの個人の市民税については、 なお従前の例による。

（固定資産税に関する経過措置）

第 3 条 新条例附則第12条の 2 第 2 項の規定は、 令和 4 年 4 月 1 日以後に供用

が開始された下水道法（昭和33年法律第79号）第2条第3号に規定する公共

下水道の同条第7号に規定する排水区域内の工場等において当該供用が開始

された日前から事業を行う者が当該工場等に設置した同法第 12条第 1 項に規

定する除害施設に対して課すべき令和5年度以後の年度分の固定資産税につ

いて適用し、 令和4年度分までの固定資産税については、 なお従前の例によ

る。

2 新条例附則第 12条の2第 18項の規定は、 令、和4年4月 1 日以後に特定都市

河川浸水被害対策法（平成15年法律第77号）第53条第1項の規定により指定

された貯留機能保全区域内にある土地に対して課すべき令和5年度以後の年

度分の固定資産税について適用する。

（都市計画税に関する経過措置）

第 4 条 新条例附則第 12条の2第 18項の規定は、 令和 4 年 4 月 1 日以後に特定

都市河川浸水被害対策法第53条第1項の規定により指定された貯留機能保全

区域内にある土地に対して課すべき令和5年度以後の年度分の都市計画税に

ついて適用する。
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議案第52号

八尾市後期高齢者医療に関する条例の一 部改正の件

八尾市後期高齢者医療に関する条例（平成 20年八尾市条例第 14号）の 一 部を

次のように改正するにつき、 市議会の鏃決を求める。

令和 4 年 6 月 15 日提出

八尾市長 山 本 桂 右

理 由

大阪府後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例（平成 19年大

阪府後期高齢者医療広域連合条例第25号。 以下「広域連合条例」という。 ）

の 一 部改正により、 条例において引用する広域連合条例の規定に移動が生じ

たことに伴い、 条例の一 部を改正する必要があるので、 本案を提出する次第

である。
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八尾市条例第 号

八尾市後期高齢者医療に関する条例の 一 部を改正する条例

八尾市後期高齢者医療に関する条例（平成 20年八尾市条例第14号）の 一 部を

次のように改正する。

附則第4条中「附則第5条第1項」を「附則第3条第1項」に改める。

附 則

この条例は、 公布の日から施行する。
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議案第53号

令和4年度八尾市一 般会計第7号補正予算の件

地方自治法（昭和22年法律第67号）第218条第1項の規定に基づき、 令和4

年度八尾市一 般会計第7号補正予算を、 当該予算に関する説明書とあわせ別冊

のとおり提案する。

令和4年6月15日提出

八尾市長 山 本 桂 右
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議案第54号

旧桂小学校校舎解体工事の工事請負契約締結の件

旧桂小学校校舎解体工事の工事請負契約を締結するについて、 八尾市契約条

例（昭和39年八尾市条例第11号）第3条の規定に基づき、 市議会の議決を求め

る。

令和4年6月15日提出

記

1 契約の目的

2 契約の種類

旧桂小学校校舎解体工事

工事請負契約

3 契約の方法 条件付 一 般競争入札

4 契約金額 370,403,000 円

5 契約の相手方

八尾市南亀井町一丁目4番3号

株式会社大 一 建設

代表取締役 前田 和彦

6 工事場所 八尾市桂町四丁目地内

7 仮契約年月日 令和4年5月6日
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議案第55号

市営安中住宅 8 号館耐震補強及び外壁等改修工事の工事請負契約

締結の件

市営安中住宅 8 号館耐震補強及び外壁等改修工事の工事請負契約を締結する

について、 八尾市契約条例（昭和39年八尾市条例第11号）第3条の規定に基づ

き、 市議会の議決を求める。

令和4年6月15日提出

八尾市長 山 本 桂 右

記

1 契約の目的

2 契約の種類

市営安中住宅 8 号館耐震補強及び外壁等改修工事

工事請負契約

3 契約の方法 条件付 一 般競争入札

4 契約金額 175,946, 100円

5 契約の相手方

八尾市東山本新町七丁目4番19号

株式会社財部建設

代表取締役 財部 一 彦

6 工事場所 八尾市南本町八丁目地内

7 仮契約年月日 令和4年5月6日
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